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FASB会 計基 準書第 33号 「財 務報告 と口

価 格変動」 につ いて

松 本 穣
"
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{.噛
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5. 「基準書」 が要求した補足情報の 内 10.計 算方 法 の例 示

容 1}..む す び

1.は じ め に

か つ て,ア メ リカ の会 計 実 践 に お い て, 指導的役割を果 してきたのは,ア メ

リ 力公 認 会 計 士 協 会(AICPA)の 会 計 原 則 審 議 会(Accounting PrinciplesBoard

一APB と略 され る)で あ った 。APBlま, 1959年9月 に設 立 され, 4つ の ス テ

ー ト メ ソ ト と31の オ ピ ニ オ ン を 公)'Yr-.,し て, 1973年6月 に そ の活 動 を 閉 じた{1㌔

代 っ て, アメリカにおけ る会計原則の形成の仕事を引き継いだのは,1973年3

月 に 発 足 した 財 務 会 計 基 準 審 議 会(FinancialAccountingStandards Board一 一一FA

SB と略される)で ある。APBとFASB の根本的相違は,前 者が公認会計士の

みによって組織されていたのに対 し, 後者は,会 計士,産 業界 証券界,学 界

などか らの選出者で構成されてい る点にあ った。

FASBが その発足に当って まず取 り縛んだのは
,そ れ までに AICPAに よ

って公刊されてきていたAPBオ ピニオ ンおよび会計調査研究公報の見直 しで

あ った 。 す なわ ち・FASBは,1973年7月12日 付 で,rAPB意 見 書 お よび会

計調査研究公報に関する諸見解を求める (RequestforViews-concemingApB
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Opini。nsandAccountingResearchBulletins)」 と い う公 開 状 を 出 す こ と に よ っ て,

その活動を開始したのであった。

そ の後,今 日に至 るFASBの 活躍 はめ ざま しい ものがあ り・ 本 稿 で検 討す

る 「財 務 報 告 と価 格 変 動(FinancialReportingandChangingPrices)」 は 第33番

目のi基準 書 で あ る(以 下,こ れを 「基 準書」 とよぶ)。

さ て,い わ ゆ る イ ソ フz・一 シ ョソ会 計 の 問 題 に 関 して み るな らば ・FASBは ・

発 足 後間 もな くの1974年'1月 に,一 ・般 物価 水準 変1動の問題 を,そ の検 討課題 に

付 け 加.'2..た。1974年12月 に公 開 草 案f一 般 購 買 力 単 位 に.よ る財 務 報 告 」 が 公

表 され た時 は,ほ とん ど疑い もな く,FASBは,購 買力変動会計 の実 施を要 求

す るもの と思われ てい た。 しか し,1975年8月 に,米 国証券 取 引委員会は,

や や 唐 突 に,現 在 取 替 原 価 情 報(CurrentReplacementC・stInformati・n)の 開 示

を要 求す る提 案を行い,こ の提案 は,1976年3月 新 規 則 として採択 された の

であ った。:FASBの 提 案はいわ ゆ る修正原価主 義会 計 であ り・SECの 提 案は

いわゆる時価主義会計に属す とい う点において,両 者は根本的にその思考を異

に していた 。 しか るにSECの 新規 則 の採 択は,法 的強制 力を も ってい るこ と

か ら して,FASBは,当 面,こ の問題 に関す る最終基 準書 を出 さず・ そ の提案

を棚上 げ にす る と発表 した。,

その後,曲 折 を経 て,1979年9月 に,FASBは,財 務会 計基準 書第33号 と

して 「財務報告 と価格変動」を公表す るに至るのであるが,そ の間の経緯は次

の 第2節 に お い て 述 べ る。 た だ,こ こに 至 って,一.般 イ ン フ レ ー シ ョン と個 別

価格変動の双方についての補足情報の開示を要求した点について,FASBは ・

「基準書 」 の 中で次 の よ うに説 明 してい る。

「一 般 イ ン プ レ ー ジ ョン(generalinflation)」 とい う語 は,一 一般 物 価 水 準 の 上

昇すなわち貨幣単位の一般購買力の低下を意味しでいる。それは,ア メリカを

含む大部分の国々の経済の残念ではあるが持続的な今 日的特徴である。 しかし,

慣 習的な財務諸表における測定は,購 買力め変動には直接的考慮をしないまま・

名 目 ドル で行 なわ れ る。 財務 報告書 の利用者 は,・同一 の(す なわち安定した)一

般購買力を持つ単位によって測定した情報を必要とすると考えて小る人も多い。
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当基準書は,同 一の「般購買力を持つ単位で測定した一定の補足情報の開示を

要 求す る。 この 情 報 を計 算 す るの に 使 う方法 は,安 定 ドル 会 計(ConstantDollar

Accounting)と よば れ る。(8項 一 これ は,「 基 準 書」 に おけ るパ ラグ ラ フの数字 で

あ ろ。 以下・本 稿では・関連す るパ ラグ ラフ数字を ζの よ うに して年 す 。)

現代経済のもう1つ の特徴は,特 定の財質 ・用役の相対的価格変動である。

歴史的原価に基づ く財務諸表は,通 常,企 業が保有している資産 ごとの価格変

動を別個に識別していないので,利 用者に十分な情報を提供していないと考え

られ る。 当基 準 書 は,棚 卸 資 産 と生 産 設 備 の現 在 原 価(currentcost)に よる測

定 値に基づ く一定 の補足情 報 の開示 を要 求す る。'(9項)

当審 議会は1一 般 インフ レーシ ョンとその他 の価 格変動が企業 の経 営活動 に
ノ

与える影響に関する情報を提供することが企業にとって緊要である と結論した。

企業 の過 去の業 績 に関す る利用 者 の理 解 と将来 のキ ャ ッシ ュ ・フ ローを予測す

る能力は,そ のような情報が財務報告書に記載され るようになるまでは,い ち

じ る し く制 約 され る と考 え て い る。.(10項 お よび96項)1

す なわ ち,.も はや,情i勢 をなが めてい る時期 ではな く,と り急 ぎ行動 を起す

べ きで ある とい うのがFASBの 結論 で あ る。 そ して,安 定 ドル会 計 と現在 原

価会計 とい う真っ向から対立する2つ についての情報を ともに要求した真意は,

両者 につい て同時並 行的 に当分 の間,実 験 を してみ よ うとす る点 にあ るら しい。

すなわ ち,つ ぎの よ うに述べ てい る。

安定 ドル基準 と現在原価基準の双方の情報を要求したので,そ の2極 類の情

報の有用性を検討する基礎資料がそろえられる。当審議会は,ど ちら.の情報が

利用 され たか,そ れ は誰に対 して有用 であ るか,何 のために あるいは どの よ う

に利用 されたか を検討す るつ も りであ る。 そ して,こ の基 準書 の要求は,絶 え

ず見 直 しを行 ない,正 しい方 向に改正 した り,あ るいは撤 回 した りす るつ も り

であ る 。また,5年 以 内 に,総 合 的 な 見 直 しを 行 な .うつ も りで あ る 。(15項 お よび

115項)

本稿では,「 基準書」の内容を詳しく検討し,澗 題点を拾い出すつもりであ

る 。
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2.:FASBに よる価格変動会計の経緯

さ七,先 に も触 れ た よ うk,い わゆ るイ ンフ レーシ ョン会計 に関 して・FASB

は,1974年1月 に,一 般物価 水 準変動 の 問題を そ の課題 に 追加 した。 以下,

そ の後に おけ るFASB等 に よる インフ レーシ ョン会 計に関 す る経 緯 を 示 して

お こ う{2〕。

、974年2月15日F蓋SBは,討 議 資 料 「財 編 表 〉,rlvける一 般 物 価 水 準

変 動 の 影 響 に 関 す る 報 告(ReportingtheEffects。iGeneralPrice・:LevelChanges

inFinancialStatements)」 を 公 表 す る 。

1974年4月 この問題 に関す る公聴会 が 開かれ る。

・
、974年12月3・ 日FASBは,公 開草 案 「一騰 貴力 単位 に よる財 務報

告(蚕inancialRep。rtinginUnitsofGeneralPurchasingPower)」 を 公 表 す る 。 こ

の公開草案は,歴 史的原価に基づ く伝統的な財務諸表に加えてポー般購買力単

位で表示した一定の財務情報を補足的に開示するよう求めたものであった。こ

の公 開 草 案 に 関 し,FASBは,47E通 の コ メン トを 受 け 取 った 。 しか し・ この
,

問題 に関 しで は,'実 際 に多 くの会 社を使 っズの フ ィール ド ・テ ス トを行 ない,

そ め結果を 分析 して み る必要 が あ る とい う理 由で・FASBは ・ 当面 ・最終 的な

基準書としての公表は行なわない と表明した。

1976年3,月'SECは 。 会 計 連 続 通 牒 第190号 を公 表 し・ 一 定 規 模 以 上 の

公開会社に対して,棚 卸資産,売 上原価 生産設備および減価償却費に関する

叡智庫価情報を開示ずるよう要求した。

.・1976年6月FASBは,目 下進 行 中の 「会 計お よび報告 のた めの概 念構

造」に関する計画に進展がみられるまで,一 般購買力会計に関する先の公開草

案への行動を延期すると発表し1た。その理由は,一 般購買力に関す る情報が作

成す る側にも利用する側にもまだ十分に理解されておらず,そ の必要性がそれ

だけの経費をかける価値があるか どうか十分に知られていない とい うものであ

った。 も う1り 考 慮 され たの は,SECが 現 在取替 原価情 報 を要求 したた めに,

該当する大会社はそれへの努力を余儀無 くされてい斥とい う点であった。
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1976年12月2日FASBは,討 議資料 「財務会計 お よび報告 のため の概

念 構 造 一 一財 務 諸 表 の 諸 要 素 お よ び そ の 測 定(ConceptualFrameworkfcrFi範an ・

cia量Accounting註ndReportingElementsofFinancialStatementsandTheirMeasu
一

cement)」 を 公 表 す る。Tの 討 議 資 料 の 中 の 測 定 問 題 に 関 して
,1978年1月 に

公聴会が開かれた。 そ して,こ の問題 に関 しては270通 の意 見が寄せ られ
,公

聴会では27人 の意見 陳述 がな され た。

1977年5月FASBは ・ 調査研 究報告書 「一 般購=買力単位 に よる財務 報

告 に 関 す る フ ィr一 ル ド ・テ 入 ト(FieldTestsofFinancialReportinginUnitsof

GeneralPurchasingPower)」 を 公 表 す る
。 これ は,1974年12月 に 出 さ れ た 公

開草案で提案した書き替えのための技術を101社 について実地テス トした結果

を まとめた ものであ る。

1978年12月28日FASBは,新 しい 公 開草案 「財 務 報 告 と価 格 変 動

(FinahcialRep・rtingandChangingPrices)」 を 公 表 し,引 き 続 き1979年3月2

日に,先 の1974年 におけ る一般 購 買力修正 に関す る提 案を補足す る公 開草 案

と し て,「 安 定 ドル 会 計(ConstantDollarAccounting)」 を 公 表 し た
。、

これ ら新 しい2つ の公開草案は,一 般 論を述べ てお・り,特 殊 な産業 あ るいは

特殊な資産の測定・開示問題 までは論及していない。FAS画 肌 このような特

殊な問題についでほきらに検討を加える必要があるとし七,次 のsっ の特殊な

産業に関する検討委員会を設置した。すなわち,特 殊な産業 とは,金 融機関,

林業・保険・'・鉱 業・石油 お よび ガス,不 動産 であ る。 これ らめ特殊 な産業 に及

ぼす インフレーシ ョンお よび価格変動 の問題 は,'検 討委員会 に よる解決策 の提

案を待つ こ とにな った。

これ ら6つ の特殊 な:産業に関 す る検討委員会 は
,そ れ ぞ れ、1979年1月 か

ら5月 にかけ て会 合を もち,1979年4月 に予備報告 書を公 表 した
。 この予 備

報告書に・関 して・1979年5月 に公聴会 が開か払 個人
,団 体 あわせ て30の 意

見が 陳 述 され た 。 ・

FASBは ・2つ の新レ い公 開草案 お よび上 記 の予 備報告書 に関 して
,450通

にのぼ る コ メン トを 受 け と った
。
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3.会 計測 定 システム

FASBは,会 計測定 システムを考 えるに当 ゲ と,そ れ を測定基礎,資 本維持

概念,測 定単 位 とい う3つ の側面 の組 み合わ せ において検 討 してい る。 そ の詳

細 を 示 す と以下 の よ うで あ る。C97-101項)

a.測 定 基 礎

(1)歴 史 的 原 価(H:istori6alcost)

最初,資 産はそれを敢得するのに支払った現金の額(あるいはその等価物)

で測定される。それ以降は,歴 史的凍価は減価償却費の額溶け修正されて

行 く。

(2)現 在 再 生 産 原 価(Cuπentrepr。dictionc・st)

同一の資産を現在取得するのに支払わなければならない現金 の額(あ る

いはその等価物)。中古資産め再生産原価が新しい資産の原価を参照して測

定される場合には,減 価償却の分だけ修正する必要がある。

(3)現 在 取 替 原 価(Currentreplacementcost)

現に所有している資産の機能を果しうる入手可能な最良'の資産(償 却累

計額を控除後の)を 現在,取 得するのに支払わなけれ ばな らない現金額

(あるいはその等疵物)。 この取替原価 とい う概 念は,本 基 準書 で 「現在 原価」

とよん でい る,現 に所有 してい る資産 の用 役可能性を取 り替え るの に要す

る原価 とは区別されなければならない。

(4)正 味 実 現 可 能 価 値(Vetrealizablevalue)

資産 はそ の販売 に よって得 られ ると予想 され る現金額(あ るいはその等価

物)か らら必 要 な費用を差 し引い た正味額 に よって測定 され る。'

(5)予 想 され る 将 来 の キ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー の 正 味 現 在 価 値(Netpresentvalue

ofexpectedfuturecash丘ow白)

資産は,正 常な営業活動において転換されると予想される将来の現金流

入額 の現在価 値か ら,.そ の現金 流入額 を得 るため に要す ると'予想 され る将

来の現金流出額の現在価値を葦し引いた額で測定される0資 産のこのよう
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な測定値 は,よ く使用 価値 とよばれ る。

⑥ 現 在 原 価(Currentcost)

.現在原価は,現 に所有している資産の現在取替原価から,そ の資産の運

転上の有利あるいは不利である金額を修正した後の額と同じである。現在

原価 と現在取替原価の相違を言 うと,現 在原価による測定は企業が現に所

有している資産に具現されている用役可能性を見るのに対して,現 在取替

原価は現に所有して豆・:る資産に代えて使用に供しうる異なる資産の測定値

を見る点にある。現に所 有している資産の用役可能性が取 り替えようとし

ている新資産の用役可能性 より小であれば,現 在原価は現在取替原価 より

小であ る。た と覚えば,現 に所有 してい る資産 の方 が運転 費用が高 くかか り,

産 出物 の品質 が劣 る ような場合には,そ の よ うに言 え る。同様 に,全 く同

一一の中古資産 は購入 できず,そ こで同一 の新 品資産 を取 得 しよ うと思 って

も,当 該企業にとってそれは既に陳腐化していて価値がないような場合に

は,現 在原価は現在再生産原価より小であろう。

(7) 回 収 可 能 金 額(Recoverableamount)

販売目的のたあに持っている資産の場合には正 味実現可能価値であ り,

販売を 目的 としない で持 ってい る資産 につい ては予想 され るキ ャ ッシ ュ ・

フ ローの正味現在価値(使 用価値)を さしてい る。

(8} 企 業 に と っ て の 価 値(Valuetothebusiness)

企業 に とって の価値は,次 の うち の低い方 と定義 され る。 ω現在 原価,

②回収可能金額,こ こで回収可能金額は正味実現可能価値と将来キャゥシ

ユ ・フ ローの正味現在価値の うち高い方 で測定 され る。 「企 業に とっ て の
、

価 値 」,「剥 奪 価 値(deprivalvalue)」 お よび 「現 在 原 価 と回収 可能 金額 の う

ち低い方」 とい う3つ の用語 は同義 語であ る。

b. 資本維持概念

.ω 財 務 的 資 本 維 持(Financialcapitalmaintenance)

資本が一定量の財務資産 とみなされるならば,原 価 と費用は収益を稼得

するのに費消した財務資源(通 常は歴史的原価)に よって測定されるべきで
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ある。た とえば,現 金1,000ド ル の資本で会社 を設立 し,す ぐその全額 で

商 品を仕入れ・1年 後に それ を1,500ド ル で販 売 した とす る。商品 に投下

した資本の原初貨幣額を維持するのに必要な金額である,こ の場合の売上

原 価 は1・000ド ル であ り・ 利 益 は500ド ル で あ る。 他 方 ,商 品 は 販 売 され

ない でs期 末 の現 在原価 は1,200ド ルであ ったとす る0財 務的 資本維持を

考 え てい る人は,現 在 原価 の上 昇(200ド ル)を 利 益の一 部 とみなすの であ

る 。

{2) 物 的 資 本 維 持(Phy・i・alcapi・ ・lm・int・n・nce)す な わ ち 営 業 能 力 維 持(Th.

maintenanceofoperatingcapability)

この見解 に よる と,原 価 お よび費用 は従 来 と同 じ財 貨 ・用役 の産 出水準

を維持する企業の能力を確保するのに十分な金額で測定される。前のと同'

じ数字 を使 って考 えてみ る。商 品が1,500ド ル で販売 され,そ の販売 日の

商 品 の現 在 原 価 が1,200ド ル で あ った とす る と,利 益 は300(1 ,500一],200)

ドルであ る。企業 の物 的営業能 力を維持す るのに1 ,200ド ルが留保 され な

けれ ぽ な らな い。 同 じ く,そ の商 品 が 販 売 され ない で,期 末F`1 ,200ド ル

と測 定 され て も,利 益は認 識 され ない。

c. 測定単位

{1} 名 目 ド ル(N・mill・1.d・it、 ・、)

財務諸表 に影響 を与 え るす べ ての事象,取 引その他 の環 境は;1ド ルが

異なる時点で異なる購買力を示すという事実を無視して,現 実の貨幣額で

測定され,報 告される。一般に認められた会計原則のもとでの基本財務諸

表 で は,.こ の名 目 ドル に よ っ て測 定 が 行 な わ れ る。

{2) 安 定 ドル(Constantdollars)す な わ ち 一 般 購 買 力 単 位(Unitofgenera且

purchasingPower)・

企業に影響を与えるすべての事象,取 引およびその他の環境は,あ る特

定の基準日の ドルで示される安定したつ般購買力単位で測定される。一名目

ドルによる方法は価値の異なる単位で測定を行なうのに対し,こ の方法は

同質的単位を使用するとい う利点をもっている。前と同じ数字を使って考
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えてみる。当該期中に山般物価水準が10%上 昇し,測 定単位として期末 ド

ルの購 買力を使 うと仮 定す る。 期末 ドル での1,100ド ルが期 首の1,000ド

ルと同じ購 買力を持つのであるから,財 務的資本維持概念のもとで維持さ

れ るべ き資本額は1,100ド ル であ る。商 品が期末 に1,500ド ルで販売 され

る と,利 益 は400(1,500-1,100)ド ル とな る。 商 品 が 販 売 され な い で,

期 末Y'現 在原 価1,200ド ルで測定 された場 合,や は り財 務的資本維 持概 念
'

に よ る と,利 益 は10σ 〈1,ZOO一],100)ド ル とな る。 測 定 され る 資産 が 何 で

あろ'うとも,そ して財務的資本維持概念 と物的資本維持概念のいずれが使

われ よ うと,そ れ らには関係 な く安定 ドルは 測定 単位 として使 うこ とがで

き る。

会計 測定 シス テムは,以 上 の よ うなa.測 定基 礎、b.資 本 維持概念,c.測

定単位の組み合わせ として考えられ る。理念的には,上 記のそれぞれにおける

すべての組み合わせが可能であるかもしれないが,首 尾一貫性の面から考えて

そ の うちの若干が取 りあげ られ るべ きであ ろ う。 以下,「 基 準書」が定 義 して

い る会計測定 シ ステ ムを示 して お く。(22項)

a.安 定 ドル 会 計(Constantd・liaracc・canting)

財務諸表上 の諸要 素を 同一 の(す なわち安定 した)一 般 購 買力を もつ ドルで

報告する方法。この会計方法は,一 般購買力単位による会計あるいは現在購

買力単 位に よる会計 ともよばれ る。

b.現 在 原 価 会 計(Currentcostaccounting)

資産 お よびそれ の使用 あ るい は販売 に ともな って生ず る費用 を,`決 算 日あ

るいは使用もしくは販売日の現在原価と回収可能金額のいずれか低い方で測

定し報告する方法み

c.現 在 原 価 ・安 定 ドル 会 計(Currentcost/constantdollaraccounting)

.現在原価 と回収可能金額のいずれか低い方で測定した数値を,同 一の一般

㌃購買 力を もつ ドルに修 正す る会 計方法.Q

d.現 在 原 価 ・名 目 ドル 会 計(Currentcost/n・urinald。liar .aoccunting)

現在原価 と回収可能金額のいずれか低い方で測定 した数値を,同 一の一般
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購 買力を もつ ドル単位 に書 き替 えない会計方法。.

e.歴 史 的 原 価 ・安 定 ドル 会 計(Hist。ricalcost/constantdofiaraccounting).・

歴 史的.ドル価 格に よる測定値を,同 一 の一般購 買力を もつ単位 に修正す る

会計方法。

f.歴 史 的 原 価 ・名 目 ドル 会 計 『(Hi、t。rl。a1℃。§t/且。血i飴1=dd1・ ・ab・・unting)'

歴 史的 ドル価格 に よる測定値を,同 一の一般購買力を もつ単位に書 き替 え

ない もので,基 本財務諸表 の作成に使われ るところの一般に認め られた会計

方 法。

以上の よ うに,r基 準書∫ は6つ の会計測定 シスTム を とわあげ て定義 して

い る。 この うち,基 本財務諸表 で採用 され る方法は,fの 歴 史的原価 ・名 目 ド

ル会計であ り,「 基準書」が要求 した補足情報鳳eの 歴史的原価 ・安定 ドル

会計とbの 現在原価会計眺 とつく欄 である・な諭 補賄 鞭 求の内容に

ついては,第5節 に おい て詳 し く検討す る。
璽

生 捕 足情報開示の目的 ζ有用、性,

「基準書」 は次の獅 節で示しているように,歴 史的肺 ・安定 ドル会計 ど

現在原価会計の双方に関する補足情報の開示を要求した。FASBが それらの情

報 の開示 を求 めたのは,ど の よ うな 目的のためになのであろ うか,:そ して どの

ような有用性 を意 図してい るのであろ うか。以下,こ の点 につ いて考察す る。

FASBは,一 連の 「財務会計基準書」の発表 と同時に・一新 し く諸概念 の整備

に も着 手 し てい る。 この方 面 に.おけ る最 初 の 報 告 書 は ・1978年11・ 月に公 表 さ

れた 「財 務 会 計概 念 報 告書 第1号,企 業 に よ る財務 報 告 の 月的 卜(Statementof

Financ玉alAccounting`()6nceptsNα1,0bj¢ctive白ofFina血cialReportingbyBusiness

Enterprise・)」 で あ る(3}。

基準書33号 拭 この 「企業 に よる財務報告 め 目的),rw示 された結 論を明確に

認識 し,・そ れ を 基 礎 とし て5る0す なわ ち;,概 念 報告 書 第1号 に おけ ・る結 論 の

うち,次 の部 分 を 「基 準 書 ⊥は 引 ぎ合 ㍉:、に 出 して 強 調 して い る。.(2お よび95項)

財務報告はゼ投資家,債 権者およびそめ他が企業の将来の正味現金流入の金
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額,時 期および不確実性を評価するのに役立つ情報を提供すべきである。(概念

報告書第1号 の37項)

キ ャ ッシ ュ 守フ ローの可能性の直接∴ 間接 の証拠 を提示 す る方法 で,企 業 の

経済的諸資源に関する情報を提供すべきである。(概念報告書第1号 の40,4傾)

経営者は,イ ンフ レとか デ フレの よ う.な経 済に おけ る要素 の望 まし くない経 ・

済的衝撃からゼできる限 り所有主を守る責任を負わされている。(概念報告書第
・:

1号の50項).

これらの引用は,明 らかに企業の損益計算と財産計算(貸 借対照表における経

済資源の表示)に 与える価格変動り影響を明らかにレようとする意図の もとに
駈

な され てい る。 「基準 書」 は,こ の概 念報告書 第1号 の結論を踏 まえた上 で,

次節に示した補足情報の開示を要求したわけである。

さて,価 格変動の影響に関する情報を開示することの有用性ないし役立ちは

どの よ うな ものであろ うか。 「基 準書 」に よれ ば,価 格変動に 関す る補足情報

の 有 用 性 は 以下 の4つ の点 に あ る と主 張 され て い る。(3,94お よび116-155項)

a.将 来 の キ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー め 評 価(Assessmentoffuturecashflows)

b.営 業 能 力 浸 食 度 の 評 価(Assessmentoferosionofoperatingcapability)

C,企 業 業 績 の 評 価(Assessmentofenterpriseperformance)

d.一 般 購 買 力 浸 食 度 の 評 価(Assessment。ferosion。fgeneralpurchasingpower)

以下,各 々につい て検 討す る。

a.将 来 の キ ャ ッシ ュ ー・フ ロ ーの 評 価

「基 準 書 」 は,ア ペ ン デ ィ ヅクスCのU6-123項 に おい て,将 来 め キ ャ ッシ

ュ ・フロー評価 のために,現 在原価 宿報 が有用 な基礎 を提供す る と説 明してい、

る。 これは,先 に指摘 した概 念報告書第1号 が,「 財務報 告は,利 用者が 将来

のキ ャ ッシ ュ ・フ ローの金額,時 期 お よび不確実 を評 価す るのに役 立つ情 報を

提供すべきである」と表明した結論を受けたものであることが明らかである。

しかしながら,現 在原価に基づ く利益あるいは現在原価の増減額 ・(保有損益と

呼ばれることもある)に 関す る情 報 が,将 来のキ ャ ヅシ ペ ブ ローあ るいは それ の

正味現在価値の評価の基礎となりうる論理的説明は見当たらない。 「現在原価
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によ'る測定は正味現在価値の部分認識である(120導)」 とか 「現在価格に基づ

く清報 は,将 来 のキ ャ ヅシ ュ ・ラ ローの評価 に とって,歴 史的 原価 よ りも有 用

なi基礎を提供す るで あ ろ う(123項)」 ・と言 ゲた苦 しい説 明が示 され てい るに と

どま って い る。

b.営 業能力浸食度の評価

これは,い わゆる時価(現 在原価あるいは取替原価等)主 義会計を提唱す る場合

の 論 拠 に お け る1つ の 典 型 で あ る。 す な わ ち,「 基 準 書 」 は 次 の よ う),r1`説明 し

てい る。

企業がその営業能力を維持したかどうかを評価するためには,現 在原価によ'

る経常的営業利益に関する情報を利用す ることがとりわけ重要であると主張す・
・

る審議会 メンバ ーがい た0.物 的資 本 の浸食(あ るb'は営業能力の浸食)は,企 業

が一定の財貨 ・用役を供給ずる能力を維持するのに必要な資産を取得するのに

十分な財務資源を留保できなかったものとみなされる。物的資本の浸食という

観念は,分 配可能利益が企業の営業能力を引き下げるこ'となしに分配しうる現

金額と定義される場合,分 配可能利益の概念と連結している。 「基準書」で要

求している現在原価に基づ く経常的営業利益に関する情報は.利 用者が分配可

能利益を評価する基礎を提供する。(124項)

単純な数字を使って例示す る。当該商品自体には,技 術的あるいは様式上の

変化がなく,し たがって,そ の商品の現在原価と取替原領は同じであったと仮

定 す る。 商 品 を1,000ド ル で 仕 入れ:,1,5UOド ル で 販 売 した。』販 売 時 の現 在 原

価ぽ1,200ド ルであ った とす る。歴 史的原価 ・名 目 ドルに基づ く利 益は500ド

ルで あ るOし か し,営 業 能 力 を維 持 す るに は}分 配 は300ド ルYY1...制限 され な げ ㌔

ればな らない 。収益か らそ の商品を取 り替 え(す なわち補充あるいは再仕入れ)'す

るのに必要 な1,200ド ル で売上原 価は測定 され る。 現在 原価 の200ド ルの上 昇 ・

は認識さ航 るけれども,物 的営業能力の維持を強調する概念みもとでは;利 益

の一部 とはみな されな いの であ る』

c・ 企業 業績 の(総 合的)評 価.

現在原価会計の有用性は,企 業業績の総合的評価を改善す る点にあると主張・
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す る説 があ る。す なわ ち,投 資家や債 権者は,企 業 の物的 営業 能力 よ りもキ ャ、

ッシ ュ ・フ β一を生み 出す企業 の能力お よび投資利益 に よる企 業の業 績 の方に.

主た る関心を もってい る,と い う立場か らす る見解で あ る。

FASBは,こ の見 解1yつ い て も検 討 を加 え,次 の よ うに 結論 して い る。

資産 の理想的 な測定値は,将 来の キ ャ ッシ ュ ・フローの正味現在価 偉であ る。

しか し,こ の測定は,納 得 し うる信頼性 を もって実践 しえない こと,そ れは佃
P

別資産の測定ではな く企業全体の価値の測定に適してお り,.会計上の測室には

不適 であ る との理 由で拒否 され る。 それゆ え,会 計上 は,次 善の代用的 な測定

シ ステムを考 えなけれ ばな らない。 代用 として と り多げ るのは・現在原価 と回
,

収可能金額との うち低い方による測定であるφ

投資利益率によって企業業績の総合的評価を行な う場合,基 礎になる数字は,

したがって,現 在原価にもとつ く経常的営業利益と資産の現在原価の上昇分あ

るい は下落 公 との2つ であ る。 この うち,後 者 の 「現在 原価 の上昇 分あ るいは

下 落 分 」 綜,・保 有 利 得 あ るい は 損 朱(holdinggainsorlosses)と'よ ば れ る ζ と が

濁 り,「基 準書」 も公 開草案の段階 ではそ うよ一んでいた。1しか し,物 的資本 誰

持概念を主張する立場の人から,分 配可能利益と㊧関係で・それを 「利得」と

か 「損 失 」 と よぶ こ とは 適 当 で な い との コ メン トが あ った 。 反 対 に,貨 幣 資本 .

維 持概念を 主張す る人 は、保 有利得 は利輩 の一部 であ る と考 えてし1る。FASB

では,こ の よ うな観 点の相違 があ る ことを勘案 した結 果,そ の差額を,「 現在

原価 の上昇分 あ るい は.下落分」 とい う中立的 な名 称 で よぶ と結請 した。

企業 の総合 的業績 を評価 す る基礎は,そ れゆ え,上 詑の2つ の数値.(現 在原

価に よる経常的営業利益 と現在原価の上昇分あるいは下落分)を 合計す ることに よっ
、

て得 られ るであ ろ う。・また,こ の2つ の数値 を別 々に表示すれ ぽ・営業利益 と

現在原価の変動に関する時系列的パターンを形成する諸力を判断しやすくなる.

とい う メ リ.ッ トが 得 られ る曾 た だ し,現 在 原価 に よ.る測 定 侮 は,企 業 の価 値 に

影響を与えるすべての要素を反映するものではないから,業 績の評価のために

万 能 であ る とい うわ け に は い か な い。(131-136項)

d ..、二・般 購 買 力浸 食 度 の評 価.、

9
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'「基準書」∫は
,補 足情報の有用 性の第4番 目として,一 般購 買力浸食 度の評

価 をあげてい る。す なわち,「 基準書」は,補 足情報 として,(a)現 在原価 に も

とつ く経常的営業利 益,(b}現 在原価 の上 昇分 あ るい は下落分,の2つ を要求 し

てい るが,同 時 に㈲ と{b)それ ぞれ につい て一般購 買力変動すなわち「般 イソ フ

レーシ ョンの影響分 を差 し引いた正味 の変動 分を も表示す る よ うに求あ てい る
。

その理由は・株主その他の利用者は企業がその資本の購買力を維持したかどう

か に関す る情 報を必要 と して論 り,を6た めには,安 定 ドル とい う測定単位 を

使 用す る こ とに よ.っ.て応 ず る必要 炉 あ る,と い うもの で あ る。 「基 準 書 」 は,

この点 に関 して次の よ うに説明 してい る。

株主その他の人が行なう投資の主目的は,早 晩,現 金で個人の消費に使うこ

とのできる利益を得ることであ祝 その場合 イγ7塒 であ砂 海 年嵯

の金額授 け取っているとしたら・その獺 か ま年を追 うごと噸 澱 ている
。

そこで,購 買力を減退さ章ないで期中に消費しうる最高限はい くらであるかに

彼 らは関心をもつことにな為。これを簡単な数字を使って例示する。

有価証券 の実 効利 率は年14%,イ ン フレは年10%,有 価証券 の市価 は一定
、

-

とす る。有価証券 の市師 は1,000ド ル とす ると,年 間 の利 息は140ド ルであ る。

投奪家が毎年その利息の140ド ルを消費してしまうと,購 買力嫁確実に演退す

る。2年 目の利 息 は ・ 購 買 力 でい うと140/1 .1.ド ルで あ る。 す なわ ちi年 自の

ドルの購 買力に換算す ると127ド ル であ る。投資家 が毎年,同 じ額 の購 責力を

享受したいならば・その投資の購買力を維持しなけれぽならない。そのたあに

は,当 初投資額 × イン フレ率に相 当す る額だけ,毎 年 の消費支 出を切 り詰めな
見

競れぽならないσそして,そ ρ節約した額}㍉ 当初の有価証券に追加投資しな

けれ ばな らない のであ る。す なわ ち,こ れ を数字 で示す と次 の よ うにな る。

1期首投i取 利息 陣 して追加投資挿 厳 串.1徽 顯

1・ 年11,…1・14・1…19・11 ,1・・ 、

2年11;…1・ ・454111・1
.M.・1,21・

3年11,21・1・169 :1211・4811;331・

個人 の消費支 出は イン フレと同 じで,年 に10%ず つ増 えで い る。
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安定 ドル会計の方法をこれに適用 し,測 定単位を期末 ドルの購買力とすると,

上記の消費支出として示された金額が利益 となるわけである。 したがって,安

定 ドル会計は,「 投資家が毎年の支出の購買力を維持しようとするには,当 該

年度にい くら消費することができるか」 とい う問題に答えるのに役立つことに

な る 。(137-144項)

5.'「基準書」 が要求 した補足情報の内容

「基準書」が要求した補足情報の内容を列挙すれば,次 のとお りである。

{1)一 般 イン フレーシ ョン(一 般購買力変動)修 正 後す なわ ち歴史 的原価 ・安定
重

ドル基 準 に よ る当期 経 常 的 営 業 利 益(41a(29.a,39-46項)

② 当期の正味貨幣項目の購買力損益。これは経常的営業利益には含まれない。

(29.b,47-50項)

{3)現 在 原価i基 準 に よ る当 期 の経 常 的営 業 利 益 。(3〔).a,51-64項)

{4}期 末 に おけ る棚卸 資産 と生 産 設備の現在 原価額。(30.b,51項)

⑤'棚 卸資産 と生産設備の現在原価の当期中における上昇分あるいは下落分お

よびそ こか らイン フ レーシ ョンの影 響 を除去 した 後 の正 味の上 昇分 あ るいは

下 落 分 。 この 現在 原価 の上 昇 分 あ るい は 下 落 分 は,経 常 的 営 業 利 益),rfit..は含 ま

れ ない。 この場合,現 在原価 ・安定 ドル基準 に よって総合的 な補足 財務諸表 ・

を作成している会社は,現 在原価の上昇分あるいは下落分を期中平均安定 ド

ル と期 末安定 ドル のいず れで測 定 して も よい が,そ うしない会 社は,そ れ を

期 末平均安 定 ドルで測定 しなけれ ばな らない。(30.c,55-56項)
'要す

るに,補 足情報 として開示 を 求め られ たのは,'a.歴 史 的原 価 ・安定 ド

ル会計およびb.現 在原価会計の双方である。すなわち,棚 卸資産,生 産殼備.

売上原価および減価償却費の4項 目を上記のaとbの 基準によって測定するわ

けであ り,そ の他の非貨幣的項 目は修正を求められていない。正味貨幣項 目の

購買力損益の計算については安定 ドルによる修正が求められている。棚卸資産

と生産設備の現在原価の上昇あるいは下落については,一 般物価変動の影響を

除去した後の数字も要求されている。
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公開草案の段階では,物 的資本維持概念よりも財務的資本維持概念の方が有

用であるとい う結論が表明されていたが,そ の後,い ずれの概念がす ぐれてい

るかを現時点では表明すべきではないということにな り,審 議会は,い ずれの

概念のもとでも利益額が計算できるように,両 方の情報を表示すべきであると

結 論 して い る。(104項)

以上の補足情報に関しては,さ らに次の3点 について注記するよう要求され

て い る。(34項)

(1}棚 卸資産,.生 産設 備,,売 上原 価 お よび減価償 却費 の現在原価 を計算 す るた

めに使 った方法。た とえば,指 数評 価法 とか直接評価 法 な ど。.(60項)、

{2)減 価償却費の計算に装いてゴ償却方法,耐 用年数および残存価額に,基 本

財務諸表での計算と補足情報の計算との間で相違があウた場合には,、その旨

を記す。(61項)_

(3)所 得税等充当額は,基 本財務諸表での計算でも現在原価による利益計算で

も同 じ額 とした 旨を記す。(54項)

なお,こ れらの補足情報をどのような形式で表示するかについてを訂 具体的

1こは 第10節 で示 した通 り,「明細表A」 お よび ・「明細表B」 の2つ め例 が あげ

ら れ て い る 。 ・ ・

「基準書 」は,さ らに,以 下 の情 報を最近 の5年 間 につい て開示 す る よ う要

求 し て い る。(35,65-66項)

(1}正 味売上高およびその他の営栄収益。
4r

② 歴史的原価 ・安定 ドル情報。

①経常的営業利益

②普通株1株 当 りの経常的営業利益

③期末の正味資産すなわち株主持分

(3)現 在 原 価 情 報 。 ・

①経常的 営業利益 、・

・② 普通 株1株 当 りの経常的 営業利益 ・ 一 ・

③期末の正味資産すなわち株主持分卜 、
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'④個別価格の上昇が一一般物価水準の上昇を超過する額

㈲ その他の情報6,

①正味貨幣項 目の購買力損益 ・

②普通株1株 当 りの現金配当

③期末の普通株の株価 卜

さらに,こ の 「5期 間比較 表」 の注記℃ 各期 の平均あ るいは期末 て経常的

営業利益を測定するときに健ら晃のと同じ方)の 消費者物価指数を報告するよう要

求 され てい る。1なお,.こ の 「5期 間 比 較表 」の表 示 例 は;第10節 め 「明細 表C」
τ

の 通 りで あ る。

審議会は.,こ の 「5期 間比較表」の効用 を お よそ次 の ように説 明 している。

ある特定年度の物価水準に≒連の測定値を書き替えると比較がしゃす くなる。

た とえぽ,売 上高や利益 が この10年 間に名 目で2倍 にな った会社があ らた とす

る と,・そ れ は 成 長 会社 で あ る と思 うか も しれ な いが,'そ の 間 に ア メ リカの一 般

物価水準 がほぼ2倍 にな ってい ることを考 える と,購 買力では10年 前 とお よそ

同 じ とい う・ことになる0財 務諸表 の利用者に とっての関心あ るいは重要性か ら

み て,安 定 下ルへ の書 き替 えが必要 と思われ る数値 は,・売上 高,株 主持分,'利

益,配 当金 な どで あ る。 しか し,こ の よ うな計 算 は 大 変 で あ ろ うか ら,引進 ん で

報 告す る よ う推 奨す るけれ ども,「 基 準書」 の発効 日以前の データについ ては

要 求 し な い 。(204-206項)

6.適 用対 象企業 と発 効 日

審議会 は,「 基準書」 の適用対象企業 を限定す るに当 らて次の よ うに考 えて

い る。

現在原価および歴史的原価 ・安定 ドルの補足情報の利便は,す べての企業の

利用者 に とって余 りあ る。 したが って,す べての企業は進 んで これ を実行す べ

き.であ る。 しか し,こ の実行 には相 当の経 費がかか るの℃ 当面は大 きな株式

会社だけに要求する。そのような会社め財務報告砥比較的重要そあるし,大 会

社はすでに精巧な会計システムを確立し七いて∴情報の作成がしゃすいとい う
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利点 を も って い る。 さら に,そ れ らの 会 社 では,・す で にSECのASR190号 に

よって似 た よ うな情報 の作成 を要求 され てい るとい う理 由があ るO会 社 の規模

を規定す る場合,そ ρ売上高や株主持分 の額 が考え られ るが,「 基準書」は,

棚卸資産 と生産設備の合計額 で規定 してい る。その理 由は,歴 史的原価 ・名 目

ドル基準 に よる利 益 と,現 在原画基準 あ るいは歴史的原価 ・安定 ドル基準に よ

る利 益 との差 は,こ れ らの資産額 の大 きさに よって左右 され る ことが多い,と

い うもの で あ る。(200項)

以上の よ うな理 由か ら,具 体的に,適 用対象企業は 次の よ うに限定 され てい

る 。

基 本財務諸表 をU.S,ド ルで表示 し,し か もqs.の 台 船に認め られ た会計

原則 に準拠 して作成 してい る会社・で,期 首 に・
署

a・ 棚 卸 資 産 と生 産 設 備 注(減 価償却累計額控除前)の 合 計 が1億2
,.500万 ド!L以

上

b・(減 価蝶却累計額控除後の)資 産合計が10億 ドル以上

φいずれかに該当する会社。

aとbの いずれ の金額 も,基 本財務諸奉(連 結されているときは連結したもの)に

おいて一般 に認 め ら脚 た会計原 則Y'拠 して,測 定 零れ てい る こ
、と。(23項)

注 別た規定めない限 り,棚 卸資産 および生産設備は,土 地,そ の他の天然資源,.資

産計上 されている り一スによって保有 している諸権利を含んでいるが,営 業権その

他の無形資産は含んでいない。

次に,発 効 日につい て,「 基 準書」は以下の よ うに結 論 している。

本i基準書 の諸規定 は・.197♀ 年12月25日 以降 に 期末 をむか え る会計年 度か ら

発効す る・ ただ し・ 現在原価に関す る情報妹1980年12月25日 以降 年期末を

むかえ る会計年度 の年 次報 告書 まで延 期 して もよい
。(67項)

「5期 間比較表 」で鳳1979年 度 以前の会計年度 につ いてほ
,正 味売上 高お

よびその他の営業収蓋,普 通株1株 当り㊧配当金,期 末の普通株の株価を記載

す るだ け で よい 。(68項)

公 開草 案 の 段 階 で は,・.「基 準 書 」・は1979年12月 一25日以 降 に 期 末 をむ か え る
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会計年度 より発効すると予定されていたが,現 在原価情報の測定には困難性が

認められるとい う理由で,と りあえず安定 ドル会計すなわち一般購買力変動会

計のみを予定通 り実施に移し,現 在原価会計の実施を1年 だけ延期してもよい

と結 論 したわ け であ る。

7.現 在 原価 と安 定 ドルの測 定.

'

,層

{1)現 在 原価 の測定方 法'

「基準書」は;現 在原価の測定方法を,数 字を使って例示してはいない漆,

以下のような測定方法が考えられるとして,そ のうちのどの方法を選択するか
竃

は企 業 の 自由 で あ る と結 論 して い る。(57-60;179-180項)

棚卸資産の現在原価は,当 該財貨を購入するのに要する現在原価あるいは当

該財貨を生産す るの把要する現在原価である。売上原価k関 しては,後 入先出

法を適用した場合の数値 も現在原価の近似値として認められる⇔

次 に,生 産設備 の現在 原 価 は,同 ・一の 用 役 可 能 性(運 転費用 と物的産出能力
噛

であらわされる)を 取得す るのに要する現在原価である。 企業が所有 してい る

生産設備の場合,一 般的にはすでに親品ではな く,購 入してから時間が経過し

た いわぽ 中古 の資産で あ るか ら,こ こで問題 とな るのは,企 業 が所有 してい る

中吉資産 の現 在原価 の測定方法},r1`つい てであ る。 これについ ては,次 の3つ の

評価方法があげられる。

S.現 に所有している資産と同一の用役可能性をもつ新品の資産の現在原価を

測定 し,そ こか ら減 価償却累計額 を控除す る方法 。・

b.現 に所有している資産と耐用年数,経 過年数,そ の他の条件が同じである

中古資産の競在原価を直接見積る方法。

c.現 に所 有 してい る資産 とは用役 可能 性が異な ってい る(す なおち,新 式で改

良されている)新 品 の資産の現在原価 も測 定 し,そ こか ら,耐 用年 数,'産 出

.能力,用 役の質,運 転費用の相違から生ずる用役可能性の差異部分に相当す

る原価を修正する方法。

上 記 の うちlCの 方 法 は 機 能 的 評 価 法(f岨ctionaヨpricing)と よば れ てい る。
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この他に・ た とえば建物 の よ うな資産の場合に,ま ず 単位 当 り,(平 方 メー トルの

ような)の 建築費の現在原価を算定し,そ れに建築面積を乗じて,建 物全体Q

現 在 原 価 を 求 め る方 法 もあ り,こ れ は 単 位 評 価 法(unitpricing)と よぼ れ て い

る 。

さて,具 体的 に現在 原価 を算定す るため の基礎 デー タ としては,測 定 され る

対象となっている所有資産と同種の資産の価格そのものと価格指数とが考えら

れ る。 同種 資産 の価格そ の ものを参照 して測定す る方 法 は 直 接評 価法(direct
L

pricing)と よば れ,価 格 指 数:を参 照 して測 定 す る方 法 は,指 数 評 価 法(iΩdexatibh)

とよば れ る。 た とえ ば,次 の よ うで あ る。'

A.指 数評価法

a.測 定する種類別ρ財貨 ・用役についズ外部で作成された価格指数を使 う
0

b,測 定す る種類別 の財貨 ・現役 礎つい て内部 で作成 した価 格指数 を使 う。・

B.直 接評 価法

a.現 在 の送 り状価格。

b.売 手側 の価格 リス ト,そ の他の相 場あ るいは見 積値。

c.現 在原価を反映する標準製造原価。

公開草案の段階では,こ のうち直接評価法の方が優れていると表明きれてい

たが,そ の後,直 接評価法は複雑で経費ぶかか り,指 数評価法の方方乱簡単に実

行 しやすい との コメン トレターが多 く寄せ られた ため に,そ の選 択は企業 の裁

量に まかぜ る と結 論 され るに至 ってい る。

② 安定 ドルの測定方法

安 定 ドル(constantdollar)に よる 測定 あ るい は 安 室 ドルへ の 書 き替 え とい う

のは・すべての測定但をある一定の時点の緬格水準に換算することを意味 して

いる。す なわ ち・ 貨幣の購 買力 とい う観点か ら統一 され た測定単位 を倖 うこ と

を意図 してい るのである。 そ こでは,ど の時点を基準 に とって換算す るのが有

用であ るかの問題 が生ず る。 審議会 では,,特 定 の時点 として次の3つ をその候

補 として挙げ て検 討 してい る。(187項)

a・ 全ての都市消費者の消費者物価指数を計算するに当
って,労 働統計局が使
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ってい る基 準 年 度(19&7年 〉の ドル と同 じ購 買 力を もつ ドル。

b.当 該年度の消費者物価指数の期中平均水準 と同じ購買力をもつ ドル。

C.当 該年度の期末の消費者物価指数の水準 と同じ購買力を もつ ドル。・

要 す る`,Y"a.1967年,b.当 期 の 期 中 平 均,c.当 期 末 の3時 点 が あ げ ら

れているが,審 議会は,'結 論的にb。 当期の期中平均水準による換算を要求し

ている。但し,自 発的に安定 ドルに よる総合的な補足財務諸表を作成する会社
,

に限っては,期 末時点め物価水準に換算してもよい と規定されている。

..次に,期 中 平均 ドルへ の換 算 は次 式 で行 な われ る。(43項)

歴史的原価 ・名 目 ドルによる測定値× 当期の平均消費者物価指数
,取 得時の指数

期中平均 ドルによる購買力損失の計算は,直 接かあるいは中間スタ ップとし

て期末 ドルを使 ってかいずれでも行なえる。 簡単な数字で例示する。(188項)

期 中 を通 じて現 金1,100ド ル を保有 し,消 費者 物 価 指 数 は,期 首100,期 末

110,期 中 平 均106で あ った とす る。

直接的に計算す る場合は,期 首と期末の残高を平均 ドルセと換算する。'すなわ

ち,

106106
1・100ド ル × 一面 一一1・100ド ・レ× 了 万 霜106ド ル

期末 ドルで計算すると次のようになる。

1,100ド ル × ユ 延_1,100ド 、レ=110ド ル
100

これを平均 ドルに換算すると

11・ ドル ×106_1110_・6ド ・%
.

以上のような期中平均 ドルへめ換算は,当 勤の補足情報の測定には うまく適

合す るが,「5期 間比較表」の場合には,若 干異なる配慮ヵミ必要である0と い

うのは,当 期 の情 報 に 関 して,'当 期 の平 均 あ るい は期 末水準 を とる と,そ れ 以

前の期間の情報はここで再度修正しなおさなければならなくなるからである。

この ような理由のために,「5期 間比較表」の場合には,当 期 ドルでも基準年

度 の ドルで もいず れ で 換算 して も よい と審議 会 は結 論 してい る。(190項).
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8・ 正味貨幣項 目の購買力損益の計算

「基準書」}恥 補足的開示項目の1つ として,当 期の主脈貨幣項目の購買ガ
'

損益 を,経 常的営業利益 とは別個 に示す よ う要求 してい る。す なわ ち,』イン フ

レ時 に,貨 幣資産 を保有 してい る と購 買力利得が生 じ,'貨 幣負債 を保有 してい

る と購買が損失が発生す るか ら,こ れ らを測定 し,開 示す る ことが有用 であ る

とい うのであ るOこ れ を,簡 単な数字 で例 示す る。(152項)

資本 金2,000ド ル で会 社 を 設立 し,そ の うち1,gooド ル で 商 品 を 仕 入 瓦 残

り500ド ル は 現金 め ま ま保 有 し てい た。 商 品 は期 末 に1,950ド ル で販 売 した 。
雷

期 中 の イン フ レは10%で あ 一た。 期 末 の 資 産 合 計 は2,450(1,95G+500)ド ル で
、.

あ るか ら㍉ こ の 会 社 の 名 目的 ドル 増 加 額 は450(2,450-2,000)』 ドル で あ る 。 し

か し,イ ン フレが10%あ らたか ら,'会 社 の期 首の資本 を購買力変動分だげ修
1、

正 す る と,(2,000ド ル 文10%)そ れ は200朽 レで あ る。 した が ら1て,イ ・ソ フ レを

除い た 会 社 の 資本 め 主 味増 加 分 は250(450-200)ド ル で あ る。

次 に,安 定 ドル 基準 に よる損 益 計 算 を 行 な う0売 上 高1,95C一 売 上 原 価1,500

110
×一面『=経 常的営業利益300

期末 の販売時点に おけ る商品 の現在原価 が1,730ド ルであ った と仮定 しセ現

在原価基準による損輩計算を行なう。

売 上 高1,950一 売 上 原 価1,730=経 常 的 営 業 利 益220

さ らに,現 金 の保 有に ともな う購 買力損失 の計算 を行 な う。

110期末現金5QO 一期末 ドルに よる期 首現金500×=購 買力損失50
100

すなわち,イ ン フレを除いた会 社の資本 の正味増加分は,安 定 ドィレ基準 に よ

る経常的営業利益に貨幣項目の購買力損益を和算もしくは減算したも『の仁等し

くな るのであ る。 この例 では,資 本の正味増加250=安 定 ドルに よる利 益300

一貨幣項 目の購 買力損失50と い うことに な る
。 さらに,安 定 ドルヒ よる利益

(300)を 細分す る と,そ れは現在 原価 基 準 に よる利益(220)と 現 在原価 の上昇

分(1,730-1,500=230)の う ち,・ イ ン フ レ 相 当 分(1,650-1,500=150)㊧ 影 響 を

除去 した 正味 分(230-150=80)と い うこ とに な る。
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要するに,企 業活動全体から得られる購買力増加あるいは減少の合計は,現

在原価基準による経常的営業利益 現在原価b変 動の うち'インフレ部分を除去

した正味変動分および貨幣項 目の購買力損益の総計から成っているのである。

したがって,企 業全体の業績を判断するうえにお いて,貨 幣項 目の購買力損益

を開示することが有用 と考えられるのである。

貨 幣項:目の購 買力損益¢)開示 が有用 であ る とな る と,一今度は,
,

具体的に何力1

貨幣項 目であ り,何 がそち屈 まないかとい う問題が生ずることになる。 「基準

書」は 以下 の よ うに規定 してい る。

貨幣資産は,貨 幣および個別財貨 ・用役の将来の価格が どうであってもある
墨

一定の貨幣額を受けとることのできる請求権である。茸幣負債はその逆で昂る。

貨 幣項 目以外はす べ て非貨 幣項 目であ る。(47-48項)

「基 準 書 」 は ア ペ ン デ ィ クスDに お い て, 具体的な貸借対照表項目を貨幣項

目と非貨幣項 目に区分する雛型を以下のように示 していろ。

資 産 の 部 貨幣項 目 非貨幣項 目

現金および要求払預金(U.sド ル)X
'

定期預金(U.s.ド ル)X

外国通貨および外国通貨$'対する請求権X

有価証券

普通株 X

優先株(状 況によって異なる)

転換社債(状 況によって異なる)

社債x
売掛債権X
貸倒引当金X
担保貸付金x
契約で使用している棚卸資産(状 沈によって異なる)

棚卸資産 X

従業員貸付金x

前払費用(状 況によって異なる)

長期貸付金 ×

長期預金 、X

非連結関連会社前払金X
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非連結関連会社出資金 X

企業の支配下にある年金,減 債

その他の基金(状 況に よって異なる)

生産設備資産 X

生産設備の減価償却累計額 ×

生命保隙の解約価額 X

確定価格による財貨購入契約内金 X

確定価格によらない仕入先への前払金 X

繰延所得税 X

特許権,商 標権,免 許,公 式の営業権 X

繰延生命保険証券取得費 X

繰延損害保険証券取得費 X

その他の無形資産お よび繰延費用 X
'負 債

の 部 貨幣項 目 非貨幣項 目

買掛債務 X

未払費用 X

未払休暇手当 r

r

未払配当金 X

外国通貨による支払債務 X

確定画格による販売契約の受取内金 X

確定価格によらない得意先からの前受金 X

仕入契約の未払金 X

前受収益(状 捉によ り異なる)

預 り金 X

社債お よびその他の長期負債 X

社債あるいは支払手形の未償却打歩,割 引料,前 払利息 X

転換社債 X

未払年金債務(状 況によ り異なる)

保証債務 ×

繰延所得税 X

繰延投資税 .X

生命保険証券引当金 X・

損害保険損失引当金 X

未稼得損害保険差益 X

金融機関の預金負債 X

'
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9.補 足情報の表示形式

「基 準書」は,補 足情報 の開示形 式につい て,補 足財務諸表,付 属 明細表あ るい

は補足 的注記 め3通 りをあげ,そ の うちのいずれ の形式に よって もよい としてい

る。(1項)そ れは,ま だ 現状ではいか な る形式 がベス トであXか につい て結論

をみていないからである軌表示形式に関する審議会Q見 鯉は以下のようである。
t

審議会は,基 準書で要求した情報の表示形式をさらに検討するための諮問委

員会 を設置 した。 そ こで,で きるだけ速やか に表示 例を公表す るつ も り・であ る。

その表示例では,製 造業その他各種の業種を網羅するつ もりである。価格変動

に関する情報ができるだけ有用となるには,明 瞭な表示と説明を行なうことが

重要 である。 企業 が進 ん で,い ろい ろな表 示形 式の使用を実験 してみ るよ う推

奨 す る。(70項)

審議会は,表 示形式を定形するかどうかを検討した。そして,企 業炉それぞ

れの環境の中で最も有効であると考えられる表示方法を見つけ出せるように,

形式の選択に余地を残しておくのがよいと決定した。また,経 常的営業利益に

関する補足的計算書で開示される項 目欄の選択にも,弾 力を持たせておくこと

が望 ま しい と考 え られ るが,通 常 では,基 本財務諸表 と同 じ項 目欄 で開示す る

のが 妥当であ る。ただ し,売 上原価,減 価 償却費 お よび歴史 的原価 ・安定 ドル

額をより低い回収可能価額に評価減した時の減額分の3項 目は,補 足情報を理

解 す る うえで 重 要 で あ るか ら貌 別 個 に 開示 す る よ う特 に要 求 す る0・(203項)・ ・

この よ うに,FASBは,補 足情 報 の表示 形式につい ては,企 業 に選 択の 自由

を与 えて お り,目 下,諮 問委員会 で検 討 してい る旨を表 明 してい る。'ただ し1

当 面 の 表 示 例 と し て,計 算 書 形 式(statementformat)と 加 減 算 形 式(re60ncilia一

tionf。rmat)の2つ を あ げ てい る。 前 者 の計 算 書 形 式 は,損 益 計 算 書 と同 じ形

式 であ り,収 益一費用=損 益を表示す る ものであ る。次 に掲 げ る'「明細表B」

がこの形式によっている。後者の加減算形式は,基 本財務譜表に計上された経
昌

馬

常的営業利益の数値を取 り出して,そ の金額に必要な修正(加 減箏)を 加えて

い く方式 であ り,次 に掲げ る 「明細表A」 が この形式 であ る。 当面は,こ れ ら2
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明 細 表 A

価格水準修正後の経常的営業利益の計算書

1980年12月31日 に終了する会計年度
(1980年 の平均 ドルに よる)

損益計算書で計上された経常的営業利益 $9,000
一般 インフレの影響に対 する費用 の修正

売上原価 (7,384)
減価償却費 (4,130) (U,514)

一般インフレ修正後の経常的営業損 失 (2,514)
一般 インフレと個別価格(現 在原価)変 動 との

差額を示す修正

売上原価 (1,024)
減価償却費 (5,370) (6,394)

個劉価格変動修正後の経常的営業損失 $(8,908)
正味貨幣負債の購買力下落による利得 $7,729

棚卸資産および生産設備の期中における

個劉価格(現 在原価)の 上昇分* $24,608
一・般物価水準の上昇の影響 18,959

個別価格の上昇が一般物価水準の上昇を超過する額 $5,649

(蔚) 1980年12月31日 現在,棚 卸資産の現在原価は$65,Boaで あ り,減 衝償却集計額控除後

の生産設備の現在原価は$85,100で ある。

明 細 表 B

価格水準修正後の経常的営業利益の計算書
1980年12月31日 に終 了す る会計年度

基本財務諸 一 般 イ ン プ レ ー 個別価格(現 在原
表 シ ョソの 修 正 価)変 動の修正

正味売上高その他の営業収益$253,000 $253,000 $253,000

売上原価197,000 204.3$4 205.40$

減価蛍却費10,000 14,130 19,500
■

その他の営業費用20,835 20,835 20,835

支払利息 .7,165 7,165 7,165

法人税充当額9,000 9,000 9,000

244,000 255,514 261,908

経常的営業利益(損 失)$9,000 $(2,5重4) $(8,908)一

正味貨幣負債の購買力下落による利得 $7,729 $7,729

棚卸資産および生産設備の期中における
個別価格(現 在原価)の 上昇分* $24,608

一般物価水準の上昇の影響
18,959

鰯糠 蝦 力横 物鱒 の上昇を
$5,649

(蕃) 1980年12月31日 現在,棚 卸資産の現在原価は$65,700で あ り,減 価償却累計額控除後

の生産設備の現在原価は$85,LOOで ある。
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つ の形式 のいずれ かで表示 す るこ とに なる。(32項)

次に,「 基準書」は,第5節 で詳 し く示 した よ うに,'主 要な補足 デ ータに関

する 「5期間比較表」の公表も求めている。この表示例を示すと次の 「明細表

C」 の よ うで あ る。

明 細 表C
価格変動の影響修正後の主な補足的財務資料の5期 間比較表

(1980年 平均 ドルに よる)
,

'12月31日 に終 了す る会 計年 度

19761977197819791980

正 味売上 高 その他の営業収 益'265,0PO235,QOO240,aoo237,063253,000
一般インフレーション修正後の歴史的原価情報

経常的営業利益(損 失)(2,761)(2,514)

普通株1株 当り経常的営業利益(損 失)$(L91)$(1.68)

期末の正味資産55,51857,733・

現在原価情報

経常的営業利益(損 失)(4,125)(8,908)

普通株1株 当り経常的営業利益(損 失)$(2.75)$(5.94)

個別価指の上昇が一般物価水準の上昇を超過する額2,292㍉s,s49

期末の正味資産79,996181,466

その他の情報

正味貨幣負債の購買力下落に よる利得7,027"t,?29

普 通株1株 当 り現 金猷 当$ .z.59$2。43$2.26$2.16$2、00

期末の普通株の株価$32$31$43$39$35

平均 消費者物 価指数170.5181.5i95.4205。0220.9

10.計 算方 法 の例示

先に示 したf明 細表A」 お よび 「明細表B」 の情 報をFASBは 最 小限の も

の として要求 してい る。 これ らは,表 示形式が異な るだけで,内 容は同 じであ

る。 したが って,企 業はいずれ か一方 の形式で情報を開示す るこ とになろ う。

さて,こ の明細表 で示 され てい る数値は,ど の よ うな計 算方法 で算出 され た

のであ ろ うか。FASBは,財 務情 報を書 き替 え るた めの ステ ヅプを次の7つ に・
一

分け て説 明 してい る。

① 棚卸資産と売上原価を分析する。

② 歴 史 的 原 価),Y(t...よっ て表示 され て い た 棚 卸 資産 と売 上 原価 を1980年 平均 ド

ルと現在原価に書き替える。

③ 生産設備と減価償却費を分析する。
・
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④ 生産設備と減価償却費を安定 ドルと現在原価に書き替える。

⑤ 期首と期末における貨幣項目および期中における変動を確認する。

⑥ 正味貨幣項目の購買力損益を計算する。

⑦ 棚卸賓産と生産設備の現在原価の変動および一般 物価水準の上昇の影響を
τ

計 算 す る。

1979年 および1980年 の12月31日 現在における貸借対照表

1・98・剣1979年;i.い98・ 年11979年

流動資産:

現金

受取債権

棚卸資産(FIFO)

流動資産合計

生産設備(原 価)
一)減 価償却累計額

$1,000

36,000

63,QOQ

$2,000

30,000

・56
,000

$35,00[

12,000

6,000

5,000

$22,000

10,000

s,000

5,000100,000

100,000

56,㊥00

88,000

85,000

46,000

流動負債:

銀行借λ金

支払債務 ・未払費用

未払所得税

、当期期日の長期負債

流動負債合計

繰延所得税

長期負債

負債合計

株主持分

58,000

6,000

34,000

43,00G

5,000

39,04C.44,000

$149t}60

39,000

$127,000

98,00Q

46,000

87,000

40,000

$144;000 $12?,000

198a年 度および1979年 度

一

損益および株主 分計算書

}198・ 年1・979年

$253,000 $220,000

197,000

20,835:

10,000

7.16

170,600

25,500

8,500

3,40a

235;000 ・208,000

売上高

売上原価(償 却費を除 く)

販売費 ・一般管理費

減価償却費

支払利息

税引前利益

所得税

純利益

期首の株主の持分

配当金

期末の株主持分

1株 当 りの純利益

18,000

9,000

12,000

6,000

9,000

40,004!一

6,000

37,000

49,000
隔 」

3,000

43,00C

3,QOO

$一46000 $40,000

$・6.00 $4.00
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①と②は棚卸資産と売上原価,③ と④は生産設備と減価償却費,⑤ と⑥は貨

幣項 目に関す る計算 ステ ップであ る。'

まずは じめに,補 足情報を計算す るために 「基準書」の アペ ンデ ィックスで

仮定 され てい る基礎 デ ータを示 してお く。 なお,以 下 の計算例 に おいて,$は

名 目 ドル額 を,C$は1980年 の平均安定 ドル額を表わ している。

① 歴史 的原価に基づ く基本財務諸表(217項)〈 前頁の2表 〉

② 棚卸 資産に関す るデ ー タ(218項)
,

a.棚 卸資産は先 ズ先 出法 で計算 され,販 売は年 に4回 行 なわれ る。 仕掛品 と

原材料は ない。

b.製 品 は,1979年12月31日 に,1,000単 位,1980年12月31日 に,900単

位あ り,そ れぞれは直前の四半期に生産されたものである。この棚卸資産の

現 在 原価 に よ る単価 は,1979年12月31日 に58ド ル(総 額で58,000ド ル)で

あ り,1980年12月31日 に は73ド ル(総 額 では65,700ド ル)で あ った 。

c.製 品 の製造 と販売は次り よ うであ った。

11979年1・98・ 年

1第4四半馴 第・畔 則 第2四半刺 第3畔 刺 第姻 半剃 合 計

歴史 蠣 価1$56,…1$39,56・1$59,4・ ・1$42,・4・1$63,…1$2・4,…

製 造 値 引1,…lr6・$19・ ・161819・ ・13,・36

蕨 個il1,…16・81g・ ・16・813,・36

d.1980年12月31日 の 単 位 当 りの 販 売 価 格 は85ド ル で あ った。

㈲ 生 産 設 備 に 関 す る デ....タ(219項)

a.1980年12月31日 の 固 定 資産 の 内訳 は 以下 の よ うで あ る。 〈次頁の上表〉

b.減 価 償却は,償 却 率年10%,定 額法 で行 な う。 取得年 度に も,1年 分 の償 ・

却 費を計上す る。

c.残 存 価 額 は ゼ ロとす る。

d。1979年 お よび1980年12月31日 の生 産 設備 の 現在 原価 は,そ れ ぞ れ 次 の

よ.うで あ った 。 〈次頁の中表〉

e.「 正味 回収 可能価額」は,正 味現在原価 よ りも大 きい と判定 され.た。
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取 得 年 度 1償 却遣瀬 i 歴 史 的 原 価 t 償 却 集 計 顛

1973年 80% $50,000 $40,000

197'4 70 5,000 3,500

1975 60 5,000 3,000、
,

i976 50 5,000 2,500

1977 4a 5,000 2,000

1978 30 5,000 1.500ノ

1979 20 10,000 2,000

1980 10 15,000 1,500

$100,000 $56,000= .

1
・1980年12丹31日 1 1979年12331日

取得年割 現 在原 価 1償 却 累 額 陣 在 原 価 植 却累計額.

1973年 $120,000 $ 96,000 $110,000 . $77,000

1974 10,000 7,000 6,000 3,600

1975 15,000 9,000 7,000'
'3
,500

1976 18,0GO 9,00G ・'12
,000

冒4
,800

1977 12,000 4,800
』10

,000
'3

,000

1978 17,000 5,100 15,000
'
3,000

1979 12,04C 2,400レ 10,000 真,000

1980 16,000 1,600 一 一
一一

、

220,000 $134,9GO 170,000 $95,9UO

償却累計額 134,9QC
一'95

,90Ul

正味現在原価 ・ $s5,iaa $ 74,100

{4} 配当金に関す るデータ (220漂)

配 当金 は,四 半 期 当 り750ド ル を支 払 った 。

㈲ 消費者物価 指数に関す るデ7タ(221項)'
ご

1973平 均1979平 均1・975平 均}1976平 均1・977平 均11978鴨11979平 均1・98・ 平均

・釧 147.7161.2 鯛 ・81.51 ・95.4 .蜘 レ22Q.9

1979年 第4四 半期 の平 均Z10.0

X980年 第4四 半期 の平均237.8

1979年12月 212.9 1

1980年12月 243.5
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以上め217項 か ら221項 において仮定 された デ ータを基 礎に して,次 に補足

情 報の計算 プ ロセ スを見 るこ とに し よう。 なお,以 下 の計 算を行な うことの 目

的 は,1980年 平均 ドル で書 き替 えた補足情報 を作 ることであ るこ とを 確 認 し

ておきた い。

A.棚 卸資産 と売上 原価

ステ ップ① 棚卸 資産 と売上原価を分析す る。

製品 は年 に4回 転す る と仮定 され てい た。 した が って,1980年12月31日 に

保有 してい る歴 史的原 価で63,000ド ルの製品 は,1980年 の第4四 半期 に取得

した と仮定 され てい るし,1979年12月31日 に保有 してい る原価 で56,000ド

ルの製品は,1979年 の第4四 半期 に取得 した もの と仮定 されて い る。(223項)

ステ ップ② 歴史的原価 に よる棚卸 資産 と売上 原価 を1980年 平均 ドル と現 在

原価 に書 き替え る。

○ 棚 卸資産(224項)

歴史 的原価 ・安定 ドルへの修正:

$63,… ×lll:1 .1}ll離 婁鼓半期)一C$58,523

現 在 原 価:$65,700(218項 のb参 照)

○ 売 上 原 価(225-227項)

歴 史 的 原 価 ・安 定 ドルへ の修 正:

名 目 ドル 修正比率1980年 平均 ドル

期 首 残 高$56,000×220・9(1980年 平 均)=C$58,90?
210.0(1979年 第4四 半期)

+)期 中製造高204,000204,000

二 遡 遡(6鋤0)X22軌9(1980年 平均)一(5&523237.8(1980年 第4四 半期)

売上原価$197,000C$204,384

現在原価ぺの書き替え:

期首の現在原価(単 位当り).$58

期末の現在原価(単 位当り)73

鍵
平均の現在原価($131÷2)$65.5

期中販売個数3,136
平均現在原価に よる売上原価 し$205,408
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O回 収 可能価額 との比 較(227項)

「基準 書」に よれ ば,歴 史的原価 ・安定 ドル額 および現在原価額は
9 回収可

能価額と比較され 後者が低い時は評価減するよう求められている。

期末の単位当り市場価格:
$85

=C$7乳1iこれを・98・年平均陳 謡 える・$85×瑠:ll灘 認

歴史的原価 ・安定 ドル:

製品の期末有高の市場価格

(C$77.11×900コ=) C$69,399

同上の修正原価(224項) 58,523

市場価格の方が大である C$10,876

したが って,評 価減す る必要は ない。

現在原価:

期末の単位当 り市場価格 $85
同上の現在原価(218b項) 73

市場価格の方が大である $12

したが って,評 価減す る必要はない。

.B.生 産設備 と減価償却費

ステ ップ③ 生産設備 と減価償却 費を分析す る。

生産設備に関す る内訳は,こ の例示 で}函219項 「生産設備に関す るデータ」

に示 され てい る。 〈85頁の上表〉

ステ ップ④ 生産 設備 と減 価償却費を安定 ドル と現在原価 に書 き替 える
。

Ol980平 均 ドル へ の書 き替}:(229項)〈 改頁の上表〉

したがって,歴 史的原価 ・安定 ドル に基づ く減価償却費は, 以下の よ うに計

算 され る。C$141,304(3欄 の合計)×10%=C$14 ,130

O現 在原価への書 き替 え:(230項)

現在原価に基づ く減価償却費鳳 期中平均現在原価で計算する。

1979年12月31日 の 現在原価(219d項)
$170000

正980年12月31日 の現 在原価(219d項)
220,000

$390,000
平均現在原価(÷2)

$195,000
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1 {1)(2)(3)(4}(5){6)

1 {1}×(2){3}×(4){3⊃ 一(5}

取得年割 名目ドル 修砒 率 安定 ドル 償却鶴 座 償螺 計 正味

19731$5Q,… ×22Q133:ll}lll弩 均1-C$82,9838・%c$ss,386

19745,…x鎌}1概1一 7,478705,235

19751窃 … 牧 畿198G1975多1一 6,852604,111

・9765,…220,9(1980rrX170
.5(1976n__)'

6,478503,239

・97?f5,… ×欝}1粥1 6,085402,434

・97815;…x220.9C1980195
.4(1970niil一

5,652301,696

・97gi・q… × 器1:藩Ill!
/1一

10,776202,155

198・1・5,…X224.9(1980224
.9(1980多1一

15,000101,500

1$・04,D・ ・
C$141,304 C$86,756C$54,548

したが って,現 在原価 に基づ く減価償却費は,(10%,定 額法)$19,500で

あ る。 また,こ の例では,回 収可能価額 の方が,正 味現在原 価 よ り大 きい と

判定 され,評 価減の必要はない とされてい る。

C.正 味貨幣項 目の購買力利得

ステ ップ⑤ 期首 と期末の貨 幣項 目お よび期 中の変動を確認す る。

貨幣項 目の内訳は,以 下の通 りであ る。(217項 の貸借対照表を参魚)

貨 幣 項 目}・98。 年12月1979年12月

現金

受取債権

銀行借入金

支払債務 ・未払費用

未払所得税.

当期期日の長期負債

繰延所得税

長期負債

正味貨幣負債

$1,000

3E,000

(35,000)

(12,000)

(6,000)

(k,000)

(6,000)

(34,000)

$2,000

30,000

(22,000)

(10,000)

(6,000)

(5,000)

(5,000)

(39,000)

($61,000) ($55,000)

ステ ヅプ⑥ 正味貨幣項 目の購買力損益を計 算す る。(232項)



(89) FASB会 計基準書第33号f財 務報告と価格変動」に.つい て89

期首と期末の軍味貨幣項 目の金額および期中変動分を1980年 平均 ドルに書

き替え る。 そ して,次 の計算に よって購 買力損 益 を計算す る。

名 目 ドル 修正比率 1980年 平 均 ドル

1980年1月1日 の残 高 $55,000×220.9(1980年 平 均)
212.9(1979年12月)

=C$57 ,067

期中の正味貨幣負債増加高 6,000(期 中平 均 とみ なす) 6,000

63,067

1980年12月31日 の残 高 6聯・X欝 離 調 =C$55,338・

正味貨幣項 目の購買力利得 C$7,729

D.棚 卸資産 と生産設備の現在原価の上昇

ステップ⑦ 棚卸資産 と生産設備の現在原価の変動および一般物価水準上昇の

影響 を計算す る。

○ 棚卸資産の現在原価の上昇 (233項)

現在 原価 ・名 目 ドル 修正比率 現在原価 ・安定 ドル

期 首i残高(218b項) $58,000×220・9(X980年 平 均)
2i2.9(1979年12 .月)

=C$60 ,179

+)期 中製造高(218c項) 204,000(期 中平 均 とみ なす) 204,000
一)売 上原価(226項)

(205,408)(期 中平 均 とみ なす) (205,408)
一)期 末残高(218b項)

(65,?00)X220・9(1980年 平 均) =(59,602)
243.5(1980年12月)

棚卸資産の現在原価の上昇 $9,108 C$831一 層

なお,現 在 原価額 の上昇 の うち, 「イソ フ レ シ ー シ ョン構 成 分 」 は, 上 記 の .

名 目 ドル額 と安定 ドル額 との差額 であ り,次 の よ うに計算 され る。 (234項)

現在原価の上昇(名 目 ドル)
$9,108

現在原価の上昇(安 定 ドル) C$831

イン フ レー シ ョン構 成 分 8,277

O生 産設備の現在原価の上昇 (235項)

現在原価 ・名 目 ドル 修正比率 現在原価 ・安定 ドル

期首残高(219d項) 蹴1・OX220.9(212
.9(誰 藷;

=C$76 ,884

+)期 中増加高(219d項) 15,000(期 中平 均 とみ なす) 15,00Q
一)減 価償却費(230項)

(19,Boa)`(期 中平均 とみ なす) (19,500)
一)期 末残高(219d項)

(85,100)×220・9(1980年 平 均) 縞(77
,2吻 冒

243.5(1980年12月)

生産設備の現在原価の上昇 $15,500 C$4β18
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なお,現 在原価額 の上昇 の うち 「イン フレーシ ョン構 成分」 は,名 目 ドル額

と安定 ドル額 との差額 であ り, 次 の よ うに計算 され る。 (236項)

現在原価の上昇(名 目 ドル) $15,500

現在原価の上昇(安 定 ドル) C$4,818

イ ンフ レーシ ョン構 成分 10,682

○棚卸資産 と生産設備の現在原価の上昇を合計する。 (237項)

1現在原働 上昇1イ ンフレーシ・ン轍 分1 正 味 の 上 昇 分

棚卸資産 $9,108 8,277 C$831

生産設備 15,500 10,682 4,818

合 計1 ,$24,608 18.9591 C$5,649

11.む す び

以上,詳 細に検討 してきた よ うに, ア メリカの財務会計基準審議 会は,基 準

書 第33号 におい て, 一般イγフレ情報と現在原価情報の双方を補足情報 とし

て開示 す る よう求めたの であ った。 ア メ リカ で は, す でに1976年 末 よ り証券

取引委員会が一定規模以上め会社に現在原価に類似 した城番原価(そ の相違に

つ いて は, 第3節 のaに 示してある)に 関す る情 報 の開示を要 求 してい るの℃ 今

回のFASBに よる価 格変動情 報の開示要 求 も, ほ ぼ同 じ線に沿 った も の と思

わ れ る。

しか しなが ら, ここで注意 しなけ ればな らない ことは, 「基 準書」は イソ フ

レ情報の補足開示を要求レたものの,基 本財務諸表のうえでは引き続き現行通

りの歴 史的原価 ・名 目 ドル会計 に依存 して行 くこ とを確認 してい る点 であ る。

す なわ ち, 基本財務諸表における変更は認められなかったおけである。 「基準

害」は・歴史的原価に基づ く現行の財務諸表が引き続 き有用であるとする理由

を次の よ うに説 明 してい る。

第1に, 所有主持分の変動は, 結局ほ企業の実際の取引によって決まるので

あ るか ら, 財務諸表はそのような実際の取引に依って作成されるのが適当であ

`

る。 企業は よ り多 くの現金を稼得するために現金を資産に投資するのである。
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投下した金額および回収される金額の双方の基本的尺度は歴史的価格である。

第2に,歴 史的価格は一般に当事者間の直接取引の結果であるから,そ れは

取引の結果の信頼しうる尺度となる。 したがって,歴 史的価格に基づいて作成

された財務諸表は独立 した検証能力があ り,提 示された情報が信頼しうるとい

う確信 を もってい る。

第3に,財 務諸表の利用者は,基 本財務諸表の測定値と価格変動を反映した

測定値を比較できるようになれば,価 格変動の影響についての理解も深まると

思われ る。

第4に,利 用者 は現行 の 財務諸表 に慣れ てい る。(7項)

他方,イ ギ リスで も1970年 代 初頭 か らイン フレ会計 の討議が盛 んであ っ た

が ・ 曲折 を経 た 末,'本 年(1980年)3月31日 付 で ,会 計 士 協 会(正 し くは,イ ン

グラン ド・ウェールズ勅許会計士協会,ス コ ッ トラン ド勅許会計士協会
,ア イル ラン ド勅

許会計士協会,公 認会計士協会,原 価および管理会計士節会,財 務および会計勅許協会

の連 名 で)か ら,標 準 的 会 計 実 務 書(StatemetnofStandardAccountingPractice一

SSAPと 略す)第16号 「現 在 原 価 会 計 」 が公 表 され ,1980年1月1日 以 降),r14..開

始する会計年度から,現 在原価会計の実施が要求された。それによると,財 務

諸表は次 のいずれ か の形 で提示 され る としてい る。(SSAPNα16の48項)

a,基 本財務諸表は歴史的原価で表示し,現 在原価を明確に表示した補足財務

諸表を添付する。

b.基 本財務諸表は現在原価で表示しs歴 史的原価にi基づ く補足財務諸表を添

付す る。

c・ 財務諸表 としては現在原価に基づ くもののみを示し
,歴 史的原価情報はそ

れの付属明細書あるいは注記のような形で示す。

す な:わち,イ ギ リスでは ア メ リカのFASBの 場 合 と異 な り,ま ず完全 な形 で

の現在原価に基づ く財務諸表が要求されたのであ,り,しかもそれが現行の原価

主i義に よる財務諸表 に とって代わ る こ とさえ可能 にな った のであ る
。FASBの

基準書33号 とSSAP実 務 書16号 とを比 較す る と,両 者 の イソ フ レ ー シ 』ソ

会計に対する取 り組み方の基本的相違が明らかになるわけである。
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その他で 「基準書」の特徴をあければ・それ}ま要求さ纏 補足欄 が搬 イ

ンフレ修正会計と現在原価会計の双方に基づ く情報を同時的に併記される(明

細表B)方 式か,そ れら2つ の情報を結合して示される(蜘 表A)方 式かめい

ずれかで開示されるよう要求された とい う点である。財務諸表の利用者は多様

化 してお り,し たが って多 種多様な情 報を 開示す るこ とは利用 者 の ニ ーズに応

え る うえ できわ めて有用 であ るよ うに思 え る。 しか し,そ の こ とは 同時に 「企

業の利益」とは何かについての本質的な問題をまった くうやむやにしてしまっ

ている。 「基準書」は分配可能利益が何であるかについては触れていない。 審

議会 は,コ ンセ ンサ スの得 られていな い問題 につい ては',も っ と経 験を経 た 将

来 に,そ の結論 を もち こ してい る よ うであ る。

次に,「 基準 書」 に対す る反対論 を示 してお こ う㈲。'財 務会 計基準 審 議 会 は

n工K三rk委 員 長 以 下,.F.E.Block,J.W.March,R・A-Morgan・D・Mosso・

RT.Sp士ou白e,REWalterの7人 の メソ ・ミー で構 成 さ れ て い る。 「基 準 書 」

に 対 し て は,Kirk委 員 長;Block,March,Morgan・ 』S画ouseの5人 が 賛 成 し ・

MossoとWaitersの2人 が 反 対 し て い る。 』

MOssoの 反 対論は,「 基 準書」 が企業 の営 業活動 に与 え るイン フレの影響 を

測定 す るとい う基本 問題に 焦点を あてて お らず,そ れゆ え,イ ン フレに 干る企

業利益と資本の浸食状況および投資家にとってのその浸食の重要性を伝達でき

るか疑わ しい とい う点prY`ある。す なわ ち,FASBの 目指す ところぽ収 益す なわ

ち キ ャ.ヅシ ュ ・フ ロー を 予 測 す るた め の 情 報 の 有 用 性 に あ った が,そ の た め に

は歴史的原価 安定 ドル会計は全 撫 用である・投資家向けの有用性以外を考

えてみて も,た とえば,国 の経 済政策,資 本形 成,生 産 性 は現在 原価 モデ ルに

直結している。現在原価モデルは営業能力の維持,分 配可能利益の概念をめ ぐ

って構築される。現在原価モデルは投資家にも政策決定者,企 業社会にとって

も有用である。現在原価会計には,一 般に言われるような未実現利益の認識は

な く,そ れは資本維持修正額すなわち産出水準を維持するために必要な額 と考

えることができる.ま た,現 在原価会誌 こついて融 く測赴 の主灘 が問題

になるが,今 日では実務的にも問題にする必要はな く,指 数を利用することに
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よって客観性 と信頼性は保持 できる。

MOssoの 見解は,現 行の会計は イン フレに よって生 じた企業利益 の浸食,投

下資本 の浸食を とらえていないか ら,そ の根本問題 に焦点をあてることが緊要

であ る とし,そ のた めには,個 別企業 ごとの個 別的価格変動修正を行な うべ き

であ り,「 基準書」 の よ うに複数の利 益数値が算出され る二重修正方法は決 し

て認め るべ きでない とい うものであ る。要す るに,現 在原価会計 だけ比すべ き

であ る とい う主張 であ る。

次 に,Waltersの 反 対 論 は1「 基 準・書 」 が 求 め た二 重 修 正方 法は きわ め て:重

要ではあ るが,根 本的に異な る問題を結びつけ て扱 ってお り,そ の結果はひ ど

く混乱をひ きお こす ものであ るとい う見解であ る。す なわ ち,二 重修正の うち,

貨幣価値変動修正の方はすでに長い経験も得ているし,す ぐにも実施する必要

があるけれども,現 在原価会計の方は,財 務諸表の作成者も監査人も現状では

必要 ない と考えてお り,今 後 の展 開 とテス トを必要 とす る として,現 在原価モ

デルについては まだ基準を作 るべ きではない とその反対理 由を述べ てい る。

最後 に,ニ ュー スを2つ 付け 加 え てお きた い 。1つ は,SECが 取 替 原価 情 報

開示 の要 求 を と り下 げた こ とであ る{6}。す なわ ち,FASBが イ ン フ レ会 計 の実

施に踏み切 ることにな ると,会 社はSECのASR190号 に よる取替原価情 報の

開示要求 と,あ わせ て双方 の要求に応 じなけれ ばならな くな り,そ の手間 と経

費が大変 であ ることを配慮 して,FASBは かねてからSEC当 局にASR190号

の削除 を要 求 していた。 それに応 えて,SECは,FASBに よる現在原価 の開

示が強制 され るよ うになる1980年12月25日 以降に期末をむ か え る会計年度

から,取 替原価情 報開示 の要求を取 り下げ る旨をASR271号 において表 明 し

た とい うこ とで あ る。

も う1つ は,わ が 国 の企 業 会 計 審議 会 は 本年(1980年)5月29日 付 で 「企 業

内容開示制度における物価変動財務情報の開宗に関する意見書」を大蔵大臣に

答 申 した とい うニ ュー スで あ る。 よ うや くに してわ が 国 で イン フ レ会 計情 報 開

示の兆 しが見えてきた と注 目され てい るが,そ の結論は 「諸外国においては,

物価変動に関して何らかの財務情報を開示する必要があることを前提として,
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諸施策が講 じられ,ま た,検 討が進められてい るが,ど の ような情報を どの よ

うな方法で開示すべきかについてはいまだ国際的に確立されたものがな く,ま

た,諸 外国において現に開示されている情報に対する社会的評価も定まってい

ない のが実情である{7}」とし,「 当審議会 としては,企 業経営者,投 資者,そ

の他の関係者が物価変動に関する財務情報開示の問題について関心を持ち・関

係各方面において この問題 の積極的な検討がなされることを要望す る(8」 とい

うものである。要す るた,審 議会のこの問題 に対す る態度は白紙であ り,事:実

上物価変動会計は棚上げされたと言ってよい。わが国におけるイソフヒ会計制

度導入の前途はまだ まだ暗い よ うである。

聾(1980年6月26日)

qlAICPAのAPBか らは4つ のステー トメン トが公表 された が・ その うち第1号 か ら第3号

までは,以 下で翻訳されている。監訳 ・解説 新井清光 翻訳 磯部秀夫 「アメリカ公認会奇

士協会 物価水準変動会計」同文舘。また,APBに よる31の ナビニオソすべてが・次で翻訳

されている。日本公認会計士協会国際委員会訳 「アメリカの会計原則AICPA会 計原則審議

会意見書」財団法人 大蔵財務協会。

②FAS后 によるいわゆ るインフレーシ ョン会計への取 り組みに関する経緯については・FASB

基 準書第33号 「財 務報 告 と価 格変動」の アペ ンデ ィクスB(71-86項)に 記 され てい る。

③ 概念報告書第1号,「 企業に よる財務報告の 目的」 の内容に関しては,次 において紹介され

ている。飯岡透編rFASB新 報告書r企 業の財務報告の 目的』について」企業会計1979年4月

号119-125頁 。

{4)経 常 的 営 業 利 益 αucomefromcontinuingoperations)}ま,「 基 準 書 」 の22の9項 に お

いて,「 所得税を控除した後であるが,非 経常的な活動 ・異常な項 目および会計手続の変更に'

よって生じた影響の結果を除去した利益」と定義されている。加古宜士教授は,こ れを 「継続

.的操業活動による利益」と訳 されている。企業会計32巻2号104-111頁 および会計117巻5

号34-51頁 。

(5)「 基 準書 」pp。25-29.

(6)Cf.D.R.B・ ・e・f。・d,N.N.St・au・ ・,J・R・K璽 ・in・A・ ・mm・ry・hh・FASB'・i・0・ti。 ・

accountingrules,FinancialExecutive,Januaryl980・p.16.

(7){81企 業会計審議会答申「企業内容開示制度における物価変動財務情報の開示に関する意見書」.

経 理 情 報Nα246(1980年6月20日 号),14-19頁 。


